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出所：総務省「労働力調査」

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

基本的考え方①（構造的な労働者不足への対応との関係）
○建設産業の担い手不足については、①近年の建設投資の減少により、建設企業が倒産するなど、技能労働者
の離職が進んだこと、②技能労働者の高齢化が進み、高齢者が仕事を辞めていっていること、③建設産業の処
遇改善が進んでいないことなどから、若者が入職を避けるようになっていること、という３つの要因が考えられ
る。このうち、②③の要因については、建設産業が直面している構造的な問題。

○ こうした問題を看過すれば、中長期的には、将来にわたるインフラの維持管理や災害対応等を地域で担う人材
が不足することが懸念。

○ こうした構造的要因による担い手不足の懸念に対しては、今回の緊急措置とは別に、中長期的な観点から、
必要な人材を国内で確保していくことが基本。

【技能労働者の減少】

出所：総務省「労働力調査」（暦年平均）
（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。

【建設業就業者の高齢化の進行】

（注）なお、産業競争力会議「成長戦略進化のための今後の検討方針」では、「持続可能な経済成長を達
成していくために必要な外国人材活用の在り方について、必要分野・人数等も見据えながら、国民的
議論を進める」とされている。

１

455万人
（H9 ピーク時）

331万人
（H22 最低時）

338万人（H25最新）
（とび工、型枠工、鉄筋工、左官等の職人、
特殊作業員、特殊運転手等の技能者など）



基本的考え方②（一時的な需要増に対応する労働者の確保）

○ 復興事業の更なる加速を図りつつ、2020年オリンピック･パラリンピック東京大会の関連施設整備等による
当面の一時的な建設需要の増大に対応するため必要となる技能労働者については、まずは、就労環境の
改善、教育訓練の充実強化等によって、離職者の再入職や高齢層の踏み止まりなどにより、国内での確保
に最大限努めることが基本。

→ その上で、当面の一時的な建設需要の増大への緊急かつ時限的措置（2020年度で終了）として、国内で
の人材確保・育成と併せて、即戦力となり得る外国人材の活用促進を図り、大会の成功に万全を期する。

＜厚生労働省＞

１ ハローワークにおけるマッチング強化
２ 公的職業訓練の充実
３ 事業主や事業主団体等による取組支援の充実

＜国土交通省＞

１ 技能労働者の就労環境整備の強化（労務単価引上げ、社会保
険未加入対策強化、入札契約制度改革、ダンピング対策強化等）
２ 女性技能労働者の入職拡大
３ より効率的な生産システムの構築
４ 教育訓練の充実強化（富士教育訓練センターの充実強化等）

５ 中長期的な視点からの担い手確保・育成策のとりまとめ（建設産
業活性化会議において本年夏頃を目途に中間とりまとめ）

外国人材の活用と併せて行う国内人材確保の

施策パッケージ（概要） （夏頃までに更に具体化） 別添参照

連携して取組を推進

（今後、建設業の長期ビジョンに基づき技能毎の人材ニーズを検討） ２
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構造的要因による減少と一時的な需要

増に必要な技能労働者（イメージ）

一時的な需要増への対応
（国内の離職者の再入職や高
齢層の踏み止まり等）

構造的要因による減少への
対応（国内の若者や女性技
能労働者の入職拡大等）

一時的な需要増の一部
には外国人材で対応



緊急措置の概要①（対象、資格、期間）
◆ 活用を図る外国人材
・ 即戦力の確保を念頭に置き、建設分野の技能実習修了者について、技能実習に引き続き国内に在留し、又
は技能実習を修了して一旦本国へ帰国した後に再入国し、雇用関係の下で建設業務に従事することができるこ
ととする（2020年度までに限る）。

◆ 在留資格
・ 「特定活動」

◆ 期間
・ １年ごとの更新により最大２年以内（再入国者のうち本国に帰国後の期間が１年以上
のものは最大３年以内）。

現行の技能実習の流れ 新たな外国人材活用の流れ
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緊急措置の概要②（監理体制）
◆ 新たな特別の監理体制（技能実習制度を上回る水準の監理）

・ 技能実習制度と同等の監理に加え、更に体制を強化･充実し、適正監理を図る。

受入企業が外国人材の監理
（帰国担保措置、生活指導等）

監理団体（非営利団体）が受入企業をチェック
（月次の訪問指導、四半期毎の監査 等）

制度推進事業実施機関が監理団体や受入企業
をチェック （巡回指導等）

(備考) 家族帯同は禁止

技能実習制度と同等の監理

優良な監理団体
※1 
､受入企業

※2
に限定

国土交通省等許可部局が建設業法に基づき受入
企業を直接、検査・監督

元請企業が受入企業（下請）の監理状況を確認
し、指導を徹底

（定期報告徴求、建設業法に基づく施工体制台帳の活用等）

関係者で「協議会」を設置。受入状況を把握
（市町村にも情報提供）、不正行為情報を共有

※１ 過去５年間不正行為・処分歴なし、協議会に加入等
※２ 過去５年間不正行為・処分歴なし、技能実習生を上回る報酬を確保等

+
更なる監理強化策

４

人材送出し機関
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新たな特別の監理体制（本図は再入国の場合）
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定期報告の徴求等

立入検査、監督処分

元請企業による受入企業
（下請）への指導の徹底

制度推進事業実施機関

巡回指導等

（国外）

（国内）

（注）上記に加え入国管理当局、労働基準当局が外国人の在留管理と受入企業等の監督等を実施

（注）上記に加え入国管理当局、労働基準当局が外国人の在留管理や受入企業等の監督等を実施



当面のスケジュール

平成26年

１月24日 関係閣僚会議（第１回）

４月４日 関係閣僚会議（第２回）
緊急措置のとりまとめ

４月４日 経済財政諮問会議･産業競争力会議合同会議
緊急措置の報告

年央まで 実施に必要な措置（告示、通知等）

（その後） 受入企業等における準備

平成27年度初頭 本措置の対象となる外国人材の受入れ

５



（別添） 国内人材確保の施策パッケージ

＜厚生労働省＞＜国土交通省＞
１ 技能労働者の就労環境の整備の強化
①公共工事設計労務単価の引上げ
→今年２月から、全国平均で、昨年４月比＋７．１％（被災地＋８．４％）、
２４年度比＋２３．２％（被災地＋３１．２％）

→公共事業労務費調査につき、例年の１０月調査に先立ち、７月にも実施

②建設業界への適切な水準の賃金支払い要請の徹底

③社会保険未加入対策の強化（目標：２９年度許可業者加入率１００％）
→労務単価に社会保険加入に必要な費用を算入
→直轄工事について、本年８月から元請・一定の一次下請を加入業者に限定。
地方公共団体等の発注者にも同様の取組みの実施の検討を促す

④入札契約制度改革（品確法改正（今国会審議中））
→公共工事の品質確保とその中長期的な担い手の確保等を基本理念に追加
→発注者責務（予定価格の適切な設定、計画的な発注等）を明確化
→多様な入札契約方式の導入・活用により、行き過ぎた価格競争を是正

⑤ダンピング対策の強化（入契法改正（今国会審議中））

４ 教育訓練の充実強化
①富士教育訓練センターの充実強化等
→官民連携により、ソフト・ハード両面の機能強化と２６年度中の建替着手

５ 中長期的な視点からの担い手確保・育成策のとりまとめ
①建設産業活性化会議（厚労省、工業高校代表者も参画）における検討
→本年夏頃を目途に中間とりまとめ

連携して取組を推進、夏頃までに更に具体化

２ 女性技能労働者の入職拡大

３ より効率的な生産システムの構築

→建設業界と連携して、新技術・新工法の開発、施工現場の合理化、重層下請
構造改善など、より効率的な生産システムの構築を推進

１ ハローワークにおけるマッチング強化

①建設人材確保プロジェクトの実施（全国６５のハローワークで実施）
→２５年６月から建設関係職種の未充足求人へのフォローアップの徹底等の
取組を実施。２６年度から、被災３県を中心に建設労働者が不足している地
域の主要なハローワークに就職支援コーディネーターを新たに設置。

②ジョブサポーターによるきめ細かな支援
→大学への出張相談等在学中からの就職支援や未就職卒業生への担当者
制によるきめ細かな就職支援を実施。２６年度から職場定着支援を実施。

２ 公的職業訓練の充実

３ 事業主や事業主団体等による取組支援の充実

①建設労働者確保育成助成金による支援
→２６年度から教育訓練に係る助成内容（経費助成率や賃金助成額）の拡充
を実施

②中小建設事業主等の認定職業訓練（建築・土木等）への補助
→２６年度から、認定職業訓練制度を拡充（要件緩和）
③ものづくりマイスター制度による若年技能者等への実技指導

→ものづくりマイスターを中小企業等に派遣し、若年技能者への実技指導を

実施（26年度から、学校派遣等による学生生徒等への実技指導を拡充）

④地域人づくり事業の創設及び国土交通省との連携による業界団
体への要請活動
→２５年度補正予算で創設。建設業における雇用拡大や処遇改善に向けた取
組を推進

①公共職業能力開発施設等における公共職業訓練
（建築、住宅営繕、インテリア等）
→26年度より、建設分野の訓練コース（型枠等）の拡充を実施
→建設分野の訓練コース（建設機械等）の更なる拡充等も検討

６

→建設業界と連携して、現在９万人（２４年度）の女性技能労働者の入職拡大方策
を検討



緊急措置（特定活動）の概要
（2020年度までの時限的措置）
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1 
 

外国人建設就労者受入事業に関する告示 
 
 
第１ 目的 
 復興事業の一層の加速化を図りつつ、２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会

関連の建設需要に適確に対応するため、国内人材の確保に最大限努める。その上でこの告示

は、緊急かつ時限的な措置として即戦力となる外国人建設就労者の受入れを行う外国人建設

就労者受入事業について、その適正かつ円滑な実施を図ることを目的とする。 
 
第２ 用語 
 この告示で使用する用語は、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号。以

下「入管法」という。）及び出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める

省令（平成２年法務省令第１６号。以下「基準省令」という。）で使用する用語の例による

ほか、次に掲げるとおりとする。 
１ 「建設分野技能実習」とは、別表第１に掲げる職種及び作業並びに国土交通省が法務省

及び厚生労働省と協議の上で別に定める職種及び作業（建設業者が実習実施機関である

場合に限る。）に係る技能実習のうち、技能実習２号の活動（入管法別表第１の５の表の

特定活動の在留資格（技能実習を目的とする活動を指定されたものに限る。）をもって在

留する外国人が従事する活動を含む。）をいう。 
２ 「外国人建設就労者」とは、建設分野技能実習を修了した者であって、３に規定する受

入建設企業との雇用契約に基づく労働者として５に規定する建設特定活動に従事する者

をいう。 
３ 「受入建設企業」とは、技能実習の実習実施機関として建設分野技能実習を実施したこ

とがある事業者のうち、第５に規定する適正監理計画の認定を受け外国人建設就労者を

雇用契約に基づく労働者として受け入れて建設特定活動に従事させるものをいう。 
４ 「特定監理団体」とは、監理団体（平成２２年６月３０日までに研修の在留資格で在留

する者の監理を行ったことがある団体を含む。）として技能実習生の受入れを行ったこと

がある営利を目的としない団体のうち、第４の認定を受け、５に規定する建設特定活動

の監理を行うものをいう。 
５ 「建設特定活動」とは、特定監理団体の責任及び監理の下に外国人建設就労者が受入建

設企業との雇用契約に基づいて行う入管法別表第１の５の表の下欄の規定に基づき法務

大臣が指定する活動をいう。 
 
第３ 外国人建設就労者の要件 
  外国人建設就労者は、次に掲げる要件の全てを満たさなければならない。 
１ 建設分野技能実習に概ね２年間従事したことがあること。 
２ 技能実習期間中に素行が善良であったこと 
 
第４ 特定監理団体の認定 
１ 監理団体は、国土交通大臣に特定監理団体の認定を申請することができる。 
２ 国土交通大臣は、１の申請が次に掲げる要件をいずれも満たしている場合には、特定監

理団体の認定をすることができる。 
（１）過去５年間に監理団体として２年以上適正に建設分野技能実習を監理した実績（平成

２２年６月３０日以前に別表第１に掲げる職種及び作業に係る研修の監理を行った実

績を有する場合は、当該監理を行った期間を含む。）があること 
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（２）過去５年間に外国人の受入れ又は就労に係る不正行為（基準省令の表の法別表第１の

２の表の技能実習の項の下欄第１号イに掲げる活動の項（以下「技能実習第１号イの項」

という。）の下欄第１８号に掲げる不正行為、法別表第１の２の表の技能実習の項の下

欄第１号ロに掲げる活動の項の下欄第１６号に掲げる不正行為、法別表第１の４の表の

研修の項の下欄に掲げる活動の項の下欄第１０号に掲げる不正行為、研修生及び技能実

習生の入国・在留管理に関する指針（平成１９年改訂）に規定する不正行為並びに別表

第２に掲げる不正行為をいう。以下同じ。）を行ったことがないこと 
（３）技能実習第１号イの項の下欄第２１号イからニまでに掲げる規定により刑に処せられ

たことがある場合は、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５

年を経過していること。 
（４）過去５年間に特定監理団体になろうとする者の事業活動に関し、技能実習第１号イの

項下欄第２１号の２に規定する行為を行ったことがないこと。 
（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員又

は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」

という。）でないこと。 
（６）法人であって、その役員等のうちに（５）に該当する者がないこと。 
（７）暴力団員等がその事業活動を支配する者でないこと。 
（８）外国人建設就労者と受入建設企業との雇用契約に係るあっせんに関して、いかなる名

義でも、その手数料又は報酬を受けておらず、かつ職業安定法（昭和２２年法律第１４

１号）第３３条の規定に基づく無料職業紹介事業の許可を受け、又は同法第３３条の３

に基づく無料職業紹介事業の届出を行っていること 
（９）外国人建設就労者の受入れに関し、受入建設企業に対し適切に指導及び監督を行うこ

とができる体制を有していること 
（１０）受入建設企業に対する監査を含む監理のための人員が確保されていること 
（１１）外国人建設就労者（家族その他密接な関係を有する者を含む。）がその者の建設特

定活動に関連して、送出し機関、特定監理団体又は受入建設企業となろうとする者から

保証金（名目のいかんを問わない。）を徴収されないこと及び労働契約の不履行に係る

違約金（名目のいかんを問わない。）を定める契約等が締結されないこと 
（１２）特定監理団体が監理に要する費用を徴収する場合は、外国人建設就労者を受け入れ

る前に、費用を負担することとなる機関に対してその金額及び使途を明示するとともに、

外国人建設就労者に直接又は間接に負担をさせないこと。 
 
第５ 受入建設企業及び適正監理計画 
１ 受入建設企業になろうとする者は、第４の認定を受けた特定監理団体と共同で、外国人

建設就労者の適正な監理に関する計画（以下「適正監理計画」という。）を策定し、受入

建設企業になろうとする者ごとに国土交通大臣に認定を申請しなければならない。適正

監理計画は、次に掲げる事項を含むものとする。 
（１）受入建設企業になろうとする者に関する事項 
（２）受け入れる外国人建設就労者に関する次に掲げる事項 

①修了した建設分野技能実習の職種及び作業の名称 
②人数 
③就労させる場所 
④従事させる業務の内容 
⑤従事させる期間 
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⑥報酬予定額 
⑦技能の向上を図るための方策 

（３）外国人建設就労者の適正な監理を実施するための計画等に関する事項 
（４）外国人建設就労者の就労状況の確認に関する事項 
（５）在留中の住居の確保に関する事項 
（６）長期休暇の取得に関する事項 
（７）管理指導員及び生活指導員の任命に関する事項 
（８）報酬及び労働・社会保険への加入等を担保する財産的基盤に関する事項 
（９）外国人建設就労者との面談及び外国人建設就労者からの生活、労働等（転職を含む。）

に係る相談への対応（苦情処理を含む。）並びに監査の実施に関する事項 
（１０）外国人建設就労者の帰国旅費の確保その他の帰国担保措置に関する事項 
（１１）就労の継続が不可能となった場合の措置に関する事項 
（１２）外国の送出し機関に関する事項 
２ 国土交通大臣は、１の申請が次に掲げる要件をいずれも満たしている場合には、申請に

係る適正監理計画の認定をすることができる。 
（１）受入建設企業となろうとする者が次に掲げる要件をいずれも満たしているとき。 

①建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の許可を受けていること 
②過去５年間に建設業法に基づく監督処分を受けていないこと 
③過去５年間に労働基準関係法令違反により罰金以上の刑に処せられたことがないこ

と 
④労働関係法令及び社会保険関係法令を遵守していること 
⑤建設特定活動に係る国土交通省その他の監督官庁が実施する賃金水準等の調査に協

力すること 
⑥第６の４の報告を求められたときは、誠実にこれに対応するとともに、元請企業の指

導に従うこと 
⑦過去５年間に２年以上建設分野技能実習を実施した実績があること 
⑧過去５年間に外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行ったことがないこと 
⑨技能実習第１号イの項の下欄第２１号イからニまでに掲げる規定により刑に処せら

れたことがある場合は、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら５年を経過していること。 
⑩過去５年間に受入建設企業になろうとする者の事業活動に関し、技能実習第１号イの

項下欄第２１号の２に規定する行為を行ったことがないこと。 
⑪受け入れる外国人建設就労者に従事させる業務に従事する相当数の労働者を過去３

年間に非自発的に離職させていないこと 
（２）１（２）②の人数が受入建設企業となろうとする者の常勤の職員の総数を超えないこ

と 
（３）１（２）⑤の期間が２年間（外国人建設就労者が建設分野技能実習を修了して国籍又

は住所を有する国に帰国後１年以上が経過している場合においては、３年間）を超えな

いこと 
（４）１（２）⑥の報酬予定額が同等の技能を有する日本人が従事する場合の報酬と同等額

以上であること 
（５）（２）から（４）までに定めるもののほか、適正監理計画の内容が外国人建設就労者

の就労期間全体を通じて適正な監理の確保が図られると認められるものであること 
（６）外国人建設就労者（家族その他密接な関係を有する者を含む。）がその者の建設特定
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活動に関連して、送出し機関、特定監理団体又は受入建設企業となろうとする者から保

証金（名目のいかんを問わない。）を徴収されないこと及び労働契約の不履行に係る違

約金（名目のいかんを問わない。）を定める契約等が締結されないこと 
３ ２の認定を受けた受入建設企業は、当該認定に係る適正監理計画を変更しようとすると

きは、国土交通大臣の認定を受けなければならない。 
４ ２の規定は、３の認定について準用する。 
 
第６ 建設特定活動の実施 
１ 特定監理団体は、次に掲げる業務を行うものとする。 
（１）受入建設企業に対して監査、指導及び監督を行うこと 
（２）外国人建設就労者をあっせんすること 
（３）再入国して外国人建設就労者となろうとする者について、当該者が国籍又は住所を有

する国の送出し機関と調整を行うこと 
（４）定期的に外国人建設就労者の監理及び就労状況の確認を行うこと 
（５）相談員を配置し、外国人建設就労者の生活、労働等（転職を含む。）に係る相談に対

応すること 
（６）第１０の帰国担保措置をとること 
（７）第１１の建設特定活動の継続が不可能となった場合に必要な措置をとること 
（８）第１３の関係機関に対する報告を行うこと 
（９）国土交通省、地方入国管理局、厚生労働省その他の監督官庁及び適正監理推進協議会

の求めに応じて調査等に協力すること 
（１０）外国人建設就労者の受入れに関する文書を作成し備え付け、建設特定活動終了後３

年間保存すること 
２ 受入建設企業は、外国人建設就労者を受け入れたときは、当該外国人建設就労者が建設

特定活動への従事を開始した日から２週間以内に、その旨を特定監理団体に届け出なけれ

ばならない。 
３ 受入建設企業は、外国人建設就労者が退職したときは、その日から２週間以内に、その

旨を特定監理団体に届け出なければならない。 
４ 受入建設企業は、国土交通省が別に定めるところにより、元請企業から報告を求められ

たときは、誠実にこれに対応するとともに、元請企業の指導に従わなければならない。 
５ 受入建設企業は、外国人建設就労者が建設特定活動を継続することが不可能となる事由

が生じた場合は、直ちに、特定監理団体に当該事実及び対応策を報告しなければならな

い。 
６ 受入建設企業は、外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行った場合は、直ちに、特

定監理団体に当該事実を報告しなければならない。 
７ 受入建設企業は、外国人建設就労者の名簿及び就労日誌を作成し備え付け、建設特定活

動終了後３年間保存しなければならない。 
８ 国土交通省は、建設特定活動の適正かつ円滑な実施を図るため、別に定めるところによ

り、制度推進事業実施機関に対し、特定監理団体及び受入建設企業に対する巡回指導そ

の他の業務を行わせるものとする。 
 
第７ 適正監理推進協議会 
１ 国土交通省は、建設特定活動の適正な実施に関し必要な事項の協議及び連絡調整を行う

ため、適正監理推進協議会を設置する。 
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２ 適正監理推進協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 
（１）労働問題に関し学識経験を有する者 
（２）特定監理団体 
（３）建設業者団体（元請団体、専門工事業者団体等） 
（４）国土交通省 
（５）法務省 
（６）厚生労働省 
（７）その他の関係機関 
３ 特定監理団体は、第６の２及び３の届出を受けたときは、遅滞なく、適正監理推進協議

会に報告しなければならない。 
４ 適正監理推進協議会の事務を処理させるため、国土交通省に事務局を置く。 
５ この告示に定めるもののほか、適正監理推進協議会の運営に関し必要な事項は、適正監

理推進協議会が定める。 
 
第８ 監査及び指示 
１ 特定監理団体は、次に掲げる事項について、少なくとも３月に１回、受入建設企業の所

在地に赴いて当該受入建設企業に対し監査を行い、その結果を国土交通省、受入建設企

業の所在地を管轄する地方入国管理局及び適正監理推進協議会に報告するものとする。 
（１）適正監理計画の実施状況に関すること 
（２）適正な労働条件の確保に関すること 
（３）安全性の確保に関すること 
（４）雇用保険、労働者災害補償保険、健康保険及び厚生年金保険への加入に関すること 
（５）その他国土交通省が必要と認めること 
２ 受入建設企業は、１の監査があったときは、特定監理団体に外国人建設就労者の受入状

況を報告するものとする。 
３ 特定監理団体は、監査を実施したときは、その結果を踏まえ、適正監理計画に即した建

設特定活動が実施されるよう必要な措置を講じるものとする。 
４ 特定監理団体は、受入建設企業による別表第２の不正行為を知った場合には、直ちに監

査を行い、国土交通省、受入建設企業の所在地を管轄する地方入国管理局及び適正監理

推進協議会にその結果を報告するものとする。 
５ 特定監理団体は、１又は４の監査を行うに当たっては、外国人建設就労者と面接を行い、

建設特定活動の実施状況や生活状況等について確認するものとする。 
６ 国土交通省は、必要と認めるときは、１の規定にかかわらず、受入建設企業に対し自ら

監査を行い又は特定監理団体に監査を行うことを指示することができる。 
７ 受入建設企業は、１、４又は６の監査及び５の面接が円滑に実施できるよう協力するも

のとする。 
８ 国土交通大臣は、１、４又は６の監査において、外国人建設就労者の受入れに関する是

正が必要と認めたときは、当該是正を必要とする事項について特定監理団体及び受入建

設企業に対し報告を求め、必要な措置を講じるものとする。 
９ 国土交通大臣は、すべての受入建設企業に対して、また、都道府県知事は、当該都道府

県の区域内において建設業を営む受入建設企業に対して、特に必要があると認めるとき

は、それぞれ建設業法第３１条第１項に基づく立入検査を行うことができる。 
１０ 国土交通大臣は、建設特定活動の適正な実施の観点から必要があると認めるときは、

特定監理団体又は受入建設企業に対し、外国人建設就労者の受入れの停止その他必要な
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指示をすることができる。 
 
第９ 外国人建設就労者との面接 
１ 特定監理団体は、第８の監査を補完するため、必要と認めるときは外国人建設就労者と

面接し、建設特定活動の実施状況等を確認するものとする。 
２ 受入建設企業は、１の面接が円滑に実施できるよう協力しなければならない。 
 
第１０ 帰国旅費の確保その他の帰国担保措置 
１ 受入建設企業は、外国人建設就労者が帰国旅費を支弁できないときは帰国旅費を負担し

なければならない。 
２ 特定監理団体は、１の場合において、受入建設企業が帰国旅費を支弁できないときは、

当該外国人建設就労者の帰国旅費を負担するものとする。 
 
第１１ 建設特定活動の継続が不可能となった場合の措置 
 第１２の認定の取消があった場合のほか、特定監理団体又は受入建設企業に起因する理由

により適正監理計画に従った建設特定活動の継続が不可能となった場合において、外国人建

設就労者に責がなく、かつ、本人が継続して建設特定活動の実施を希望するときは、特定監

理団体は、あらかじめ建設特定活動の継続に必要な措置を講じるほか、新たな受入建設企業

を確保するよう努めるものとする。 
 
第１２ 認定の取消 
１ 国土交通大臣は、特定監理団体が次のいずれかに該当する場合には、特定監理団体の認

定を取り消すものとする。 
（１）第４の２の要件を満たさなくなった場合 
（２）不正の手段により第４の認定を受けたことが判明した場合 
（３）第４の認定から１月以内に適正監理推進協議会に加入しない場合 
（４）適正監理推進協議会から脱退した場合 
（５）第８の８の措置を講じたにもかかわらず必要な改善が認められない場合 
（６）第８の１０の指示に従わない場合 
（７）外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行った場合 
２ 国土交通大臣は、次のいずれかに該当する場合には、適正監理計画の認定を取り消すも

のとする。 
（１）受入建設企業が第５の２（１）の要件のいずれかを満たさなくなった場合 
（２）第５の２（５）及び（６）のいずれかを満たさなくなった場合 
（３）受入建設企業が不正の手段により第５の認定を受けたことが判明した場合 
（４）第８の８の措置を講じたにもかかわらず受入建設企業において必要な改善が認められ

ない場合 
（５）受入建設企業が第８の１０の指示に従わない場合 
（６）受入建設企業が外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行った場合 
（７）第１２の１の規定により特定監理団体の認定が取り消された場合 
３ ２の規定にかかわらず、国土交通大臣は、受入建設企業が認定に係る適正監理計画を実

施することが適当でないと認めたときは、適正監理計画の認定を取り消すことができる。 
４ 国土交通大臣は、１から３の認定の取り消しを行うに際し必要と認めるときは、関係行

政機関に意見を求めることができる。 
５ １及び２の規定により認定の取消しを行うこととなる事案であっても、国土交通大臣は、
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情状により特にこれを軽減すべき事由があるときは、認定の取消しに代えて受入れの停

止の指示を行うことができる。 
 
第１３ 関係機関に対する報告 
１ 特定監理団体は、次に掲げる場合には、速やかに国土交通省、当該特定監理団体の所在

地を管轄する地方入国管理局及び適正監理推進協議会に報告しなければならない。 
（１）外国人建設就労者が建設特定活動を終了し、帰国した場合 
（２）適正監理計画に即した建設特定活動が実施されていないことが判明した場合 
（３）建設特定活動の継続が不可能となった場合 
（４）受入建設企業が第５の２（１）から（４）までの要件のいずれかを満たさなくなった

ことが判明した場合 
（５）外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行った場合 
（６）受入建設企業に関し外国人の受入れ又は就労に係る不正行為の問題を知ったとき 
２ 特定監理団体は、次に掲げる場合には、速やかに当該特定監理団体の所在地を管轄する

地方入国管理局に報告するものとする。 
（１）国土交通大臣により特定監理団体の認定を受けた場合 
（２）国土交通大臣により適正監理計画の認定を受けた場合 
（３）国土交通大臣により特定監理団体の認定を取り消された場合 
（４）国土交通大臣により適正監理計画の認定を取り消された場合 
３ 特定監理団体は、当該団体が監理する外国人建設就労者受入事業の実施状況について、

必要に応じ、受入建設企業の所在地を管轄する地方入国管理局又は厚生労働省担当部局

に報告するものとする。 
 
附 則 
第１ 施行期日 
１ この告示は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第４、第５、第１２及び第１

３の規定は、平成２７年１月１日から施行する。 
２ この告示は、平成３３年３月３１日限り、その効力を失う。 
 
第２ 見直し 

国土交通大臣は、外国人建設就労者受入事業の実施状況、技能実習制度の見直しの状況

等を勘案し、本告示について必要に応じて見直しを行うものとする。 
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別表第１ 
職種名 作業名 

さく井 パーカッション式さく井工事作業 

ロータリー式さく井工事作業 

建築板金 ダクト板金作業 

冷凍空気調和機器施工 冷凍空気調和機器施工作業 

建具製作 木製建具手加工作業 

建築大工 大工工事作業 

型枠施工 型枠工事作業 

鉄筋施工 鉄筋組立て作業 

とび とび作業 

石材施工 石材加工作業 

石張り作業 

タイル張り タイル張り作業 

かわらぶき かわらぶき作業 

左官 左官作業 

配管 建築配管作業 

プラント配管作業 

熱絶縁施工 保温保冷工事作業 

内装仕上げ施工 プラスチック系床仕上げ工事作業 

カーペット系床仕上げ工事作業 

鋼製下地工事作業 

ボード仕上げ工事作業 

カーテン工事作業 

サッシ施工 ビル用サッシ施工作業 

防水施工 シーリング防水工事作業 

コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事作業 

ウェルポイント施工 ウェルポイント工事作業 

表装 壁装作業 

建設機械施工 押土・整地作業 

積込み作業 

掘削作業 

締固め作業 

鉄工（建設業者が実習実施機関で

ある場合に限る。） 

構造物鉄工作業 

塗装（建設業者が実習実施機関で

ある場合に限る。） 

建築塗装作業 

鋼橋塗装作業 

溶接（建設業者が実習実施機関で

ある場合に限る。） 

手溶接 

半自動溶接 
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別表第２ 
 建設特定活動に係る不正行為 

1 
特定監理団体又は受入建設企業において、受け入れ又は雇用した外国人建設就労者

に対して暴行し、脅迫し又は監禁する行為 

2 
特定監理団体又は受入建設企業において、受け入れ又は雇用した外国人建設就労者

の旅券又は在留カードを取り上げる行為 

3 
特定監理団体又は受入建設企業において、受け入れ又は雇用した外国人建設就労者

に支給する手当又は報酬の一部又は全部を支払わない行為 

4 
１から３までに掲げるもののほか、特定監理団体又は受入建設企業において、受け

入れ又は雇用した外国人建設就労者の人権を著しく侵害する行為 

5 

特定監理団体又は受入建設企業において、この表に掲げる外国人の建設特定活動に

係る不正行為に関する事実を隠蔽する目的で、偽造若しくは変造された文書若しくは

図画若しくは虚偽の文書若しくは図画を行使し、又は提供する行為 

6 

特定監理団体又は受入建設企業において、外国人建設就労者又はこれと密接な関係

を有する者から保証金（名目のいかんを問わない。）を徴収すること及び労働契約の

不履行に係る違約金（名目のいかんを問わない）を定める契約その他の不当に金銭そ

の他の財産の移転を予定する契約の締結をする行為（３及び４に該当する行為を除

く。） 

7 

 特定監理団体又は受入建設企業において、受け入れ又は雇用した外国人建設就労者

の建設特定活動に係る手当若しくは報酬又は実施時間について外国人建設就労者と

の間で入管法第６条第２項、第７条の２第 1項、第２０条第２項又は第２１条第２項

の申請内容と異なる内容の取決めを行う行為（５に該当する行為を除く。） 

8 

特定監理団体又は受入建設企業において、入管法第６条第２項、第７条の２第 1

項、第２０条第２項又は第２１条第２項の申請内容と異なる他の機関に建設特定活動

を実施させる行為又は当該他の機関において、建設特定活動を実施する行為（５に該

当する行為を除く。） 

9 

特定監理団体又は受入建設企業において、受け入れ又は雇用した外国人建設就労者

の行方不明者について、相当数の行方不明者を発生させたこと（特定監理団体又は受

入建設企業の責めに帰すべき理由がない場合を除く。） 

10 
特定監理団体又は受入建設企業において、外国人に入管法第２４条第３号の４イか

らハまでに掲げるいずれかの行為を行い、唆し、又はこれを助けること 

11 

特定監理団体又は受入建設企業において、建設特定活動に関し労働基準法又は労働

安全衛生法その他これらに類する法令の規定に違反する行為（１、３及び４に該当す

る行為を除く。） 

12 

特定監理団体において、建設特定活動の継続が不可能となる事由が生じた場合の国

土交通省、当該特定監理団体の所在地を管轄する地方入国管理局及び適正監理推進協

議会への報告を怠る行為 
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13 特定監理団体において第６の１(４)の就労状況の確認を怠る行為 

14 
特定監理団体において第６の１(５)の相談員を配置せず、又は相談への対応を怠る

行為 

15 受入建設企業において第６の２及び３の特定監理団体への届出を怠る行為 

16 特定監理団体において第７の適正監理推進協議会への報告を怠る行為 

17 特定監理団体において、第８の１又は４の監査を行わず、又は報告を怠る行為。 

18 

受入建設企業において、この表に掲げる外国人の建設特定活動に係る不正行為を行

った場合又は建設特定活動の継続が不可能となる事由が生じた場合の特定監理団体

への報告を怠る行為 

19 特定監理団体において、建設特定活動に関して収益を得てあっせんを行う行為 

20 
特定監理団体において、外国人建設就労者の受入れに関する文書の作成又は保管を

怠る行為 

21 
受入建設企業において、外国人建設就労者の名簿又は就労日誌の作成、備付け又は

保存を怠る行為 

22 
特定監理団体において、外国人建設就労者が建設特定活動を終了して帰国した場合

の国土交通省及び適正監理推進協議会への報告を怠る行為 

23 

特定監理団体が、外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行った場合に、直ちに、

国土交通省、当該特定監理団体の所在地を管轄する地方入国管理局及び適正監理推進

協議会に報告することを怠る行為 

 
 
 


